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１．はじめに 

即時脱型コンクリート（以下，即脱 C）とポーラスコ

ンクリート（以下，PoC）は，いずれもゼロスランプの硬

練りコンクリートに加圧・振動・締固めを行い作製され，

水際環境，主に護岸での使用頻度が高い．本研究では，

モルタルと粗骨材の容積比に注目し，即脱C と PoC の中

間的コンクリート（以下，中間 C）を作製した．透水性

や強度および耐久性等の特性に着目し，即脱C と PoC の

物理特性の違いに関する実験的研究を実施した． 
２．実験概要 

２．１ 使用材料・配合条件 

 使用材料を表-1に，配合条件を表-2に示す．モルタル：

粗骨材の容積比は PC が 1:2 で即脱C は 1:1 である．これ

は第 3 著者が所属する 2 次製品工場の配合を参照した．

本研究ではモルタル粗骨材比を1:1.5としたものを中間的

コンクリートと定義し，供試体を作製した．また，PC，
中間Cと即脱Cの 3配合全てにおいて締固め時間に違い

を設け，単位容積質量を変化させたものを 3 種類用意し

た。表-2における記号について，ハイフンを挟んで左の

P，M，D は PC，中間C，即脱C を表し，右のL，M，H
は締固め時間の違いを表している．L が最も締固め時間

が短い供試体，H が最も締固め時間が長い供試体を意味

する． 
２．２ 実験方法 

 全試験においてφ100mm×150mm の円柱供試体を使

用した．水中養生を行い，材齡 28 日で圧縮強度試験（JIS 
A 1108），空隙率試験（JCI 試験案：JCI-SPO2-1），透水試

験（JCI 試験案：JCI-SPO3-1），材齡 42 日以降で凍結融解

試験（JIS A 法：JIS A 1148），材齡 50 日以降で乾湿繰返し

試験（JCI 試験案：JCI-SPO6）を実施した．凍結融解試験

（急速法）は材齡 44 日以降で既往の研究 1)を参考に実施

した． 
３．実験結果および考察 

３．１ 圧縮強度試験結果 

 圧縮強度試験結果と空隙率の関係を図-1に示す．圧縮

強度は，PoC，中間C，即脱C の順に高くなる傾向が得

られた．これはモルタル割合が高くなることで，空隙率

が低下し，粗骨材同士の付着がより強固となったためと

考えられる． 
３．２ 透水試験結果 

 透水係数と空隙率の関係を図-2に示す．中間C の空隙

率は PoC と即脱C の中間値であったが，透水係数は PoC
に類似する結果となった．中間C は比較的透水性を有す

表-1 使用材料 

表-2 配合条件 

図-1 圧縮強度試験結果と空隙率の関係 

図-2 透水係数と空隙率の関係 

使用材料 記号
表乾密度
(g/cm³)

吸水率
(%)

普通ポルトランドセメント C 3.16 -

高炉スラグ細骨材（広島県福山産） BFS5 2.76 0.6
7号砕石（広島県呉産） G7 2.69 1.1

W C BFS5 G7
P-L 90 360 103 1447
P-M 92 368 106 1483
P-H 94 376 108 1519
M-L 90 360 329 1321
M-M 92 369 337 1352
M-H 94 377 345 1384
D-L 90 360 599 1151
D-M 92 369 613 1177
D-H 95 378 626 1203

記号
W/C
(%)

単位量（kg/m³)
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ることが確認された． 
３．３ 凍結融解試験結果 

 凍結融解試験は JIS A 法と急速法を採用し検討を行っ

た．JIS A 法の試験結果を図-3に，急速法の結果から導き

出した耐久性指数と空隙率の関係を図-4に示す．JIS A 法

で実施した供試体は全300サイクル中90サイクル以前で

全供試体が破壊した．これは JIS A 法の凍結メカニズムが

水際環境での凍結メカニズムと比べると厳しい条件であ

るためと考えられる 2)．実環境におけるコンクリート 2
次製品は水に触れている箇所の水面から徐々に凍結が進

行するため，氷結圧の逃げ場がある．したがって供試体

の表面から内部に向かって凍結が進行する JIS A 法では

なく，急速法が実環境に近い凍結メカニズムであると考

えられる．換言すれば，JIS A 法は即時脱型成型のコンク

リート 2 次製品の耐凍害性を評価する試験には不向きで

あると思われる． 
 急速法は，P-L を除いた全配合が全 10 サイクルで相対

動弾性係数 60%以上を維持した．通常 60％以上であれば

耐凍害性を有すとされている耐久性指数も P-L を除いた

全配合が 60％以上であった．M とH に関しては即脱C
に近い耐久性指数が得られた． 
３．４ 乾湿繰返し試験結果 

 乾湿繰返し 20 サイクル後の質量減少率を図-5に，相対

動弾性係数を図-6に示す．質量減少率はPoC，中間C，
即脱C の順に大きい値であった．これは，モルタルが剥

離し質量減少に至ったためであり，最もモルタル分が多

い即脱C が強く影響を受けたと考えられる．これに対し，

相対動弾性係数は全配合で 100%前後であり健全であっ

た． 
 さらに，質量減少率が圧縮強度において影響するかを

検証した．材齡 28 日圧縮強度と乾湿繰返し試験終了後の

圧縮強度の比較を図-7に示す．試験終了後の圧縮強度が

材齡 28 日圧縮強度を上回る結果となった．乾湿繰返し作

用による影響より，材齡の経過に伴う強度増進の影響が

大きかった．よって，本研究で取り扱ったコンクリート

の乾湿繰返しによる影響は軽微であったと推察される． 
４．まとめ 

本研究の範囲内において，中間C は，種々の試験結果

でPoCと即脱Cの中間的性能を有することが明らかにな

った．また，締固め時間をある程度確保できれば，比較

的透水性を有しかつ耐久性指数においても即脱C に類似

した．透水性と耐久性を有する新たな特性を持った製品

の配合となる可能性が示唆された． 
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図-3 凍結融解試験結果（JIS A 法） 

図-4 凍結融解試験結果（急速法） 
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図-6 乾湿繰返し試験による相対動弾性係数 

図-5 乾湿繰返し試験による質量減少率 
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図-7 材齢 28 日圧縮強度と乾湿繰返し試験終了後
の圧縮強度 
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